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[事案 27-26]死亡保険金支払請求  

・平成 27年 10月 30 日 和解成立 

※本事案の申立人は、法人である。 

＜事案の概要＞ 

告知義務違反はなかったとして、告知義務違反による解除の取消しと死亡保険金の支払いを

求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 26 年 1 月に契約した総合福祉団体定期保険の被保険者が死亡したので死亡保険金を請

求したところ、告知義務違反を理由に当該被保険者部分を解除され、死亡保険金が支払われな

かったが、以下の理由により、解除を取り消し、保険金を支払ってほしい。 

告知の際、「告知日現在、病気やケガにより欠勤または休職中の方や健康上の理由で正常に

就業していない方（就業の制限を含む）はいますか」との告知事項に対し「いない」と告知

したことにつき、被保険者の職務は入院中でも可能な程度の軽作業であり、被保険者は、告

知日時点ではがんで入院していたが、医師から就業制限を受けておらず、従前どおりに職務を

遂行していたので、告知義務違反はない。 

＜保険会社の主張＞ 

 以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

被保険者は、告知日時点において、極めて重篤な状態にあったものと考えざるを得ず、がん

に罹患前と同様に職務を遂行していたとは考えられないので、告知事項にある「正常に就業」

していたとはいえない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、告知時の状況を把握するた

め、申立人代表者と、告知に際して募集人が要請した「従業員の勤務状況を把握している仕事

をしている総務関係の従業員」として、申立人代表者から指示されて告知を行った従業員、お

よび募集人に対して事情聴取を行った。さらに、当該被保険者を除いて本契約に加入した場合

の保険料等について保険会社に対し報告を求めた。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、当該被保険者は職務が軽微なものであっても入院前と同様に職務を遂行

することは困難であり、告知事項に「はい」と答える必要があったので、申立人には告知

義務違反が認められ、告知義務違反による解除および死亡保険金不支払は正当といえる。し

かしながら、以下のとおり、本件は和解により解決を図るのが相当であると判断し、業務規程

第 34条 1項にもとづき、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、同意が

得られたので、和解契約書の締結をもって解決した。 

(1)当該被保険者は相談役であり、携わっていた職務は非常に軽微な職務であったので、告知

に際して告知事項該当性の判断が容易であったとはいえず、申立人を全面的に非難するこ

とはできない。 

(2)告知を行った従業員は、会社に出勤していない相談役が被保険者に含まれていることを認

識しておらず、また、入院中であることを知らずに告知しているが、募集人は、告知に際
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して、誰が被保険者であるかを的確に認識させるべきであった。 

(3)当該被保険者は、本契約への加入を知らされておらず、被保険者としての同意を欠いてい

たといえる。 

 

 


